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はじめに

SCM（Supply Chain Management）のルーツ

とされているQR（Quick Responce）の概念が

誕生してから，まもなく 30 年が経過しようと

している。この 30 年で，SCMはアパレル業界

をはじめ製造業，流通業，小売業，さらには通

信業など多種多様な業界に携わる企業のビジネ

ス・プロセスにイノベーションを起こし，今も

進化を続けている。本稿は，SCM の変遷を今

一度見直すことにより，そこから SCMの発展

のパターンを見出し，今後の SCMの研究の基

礎にすることを目的にする。

１．SCMの変遷

1.1 1980 年代から 2000 年代初頭

周知の通り，SCMのルーツは 1980 年代，ア

メリカのアパレル業界が取り組んだ QR であ

る
(1)
。アメリカのアパレル業界で試されたこの

取り組みは，販売機会を掴めず過剰在庫や売れ

残り，欠品といった問題に加え，輸入製品の躍

進により市場を奪われ国際競争力を失っていた

アメリカのアパレル業界に大きなイノベーショ

ンを起こした。QRは成功し，1990 年代初頭に

は，加工食品業界や日用品業界へQRの取り組

みは広まった。これらの業界ではQRを自らの

業界へ適応させるために，新たに ECR（Effi-

cient Consumer Response）という仕組みを考

案し，卸・小売業者やメーカーなどといったサ

プライヤーとの情報共有による在庫削減を目指
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した。これが，現在の SCMの基礎であるとさ

れている
(2)
。その後，1995 年頃から次第に QR

と ECRは統合され，SCMになった。

一方，この時期，日本でも ITを企業経営に

取り込む動きがより活発化し，SCMブームの

きっかけとなった。その結果，21 世紀に入る

と，SCM は企業戦略の上で標準的なものとな

り，企業の競争構造そのものが，企業対企業か

らサプライチェーン対サプライチェーンへとシ

フトした。さらに，大多数の企業は，もはや単

体で市場競争に参加することは困難となった。

そのため，企業各社において，それまで以上に，

それぞれが持つ能力やリソースや，組織間リ

レーションシップの重要性への注目が高まっ

た。

だが，この取り組みによって良い成果を挙げ

た企業もあれば，そうでない企業があったのも

事実だ。もちろん，SCMに取り組んだ結果，思

うような成果を挙げることができなかった企業

には，何らかの問題が潜んでいたのであるが，

それは各企業の体質や文化，組織形態など様々

である。しかし，これらの企業にはいくつかの

共通点がある。例えば，SCM を支援する情報

システムの脆弱性や情報システムの統合過程に

おいて，何らかの不測の事態や不備の発生によ

るものが挙げられる。これについて，藤野は

「SCMの導入＝ ITの導入」という誤った認識

や，それにとらわれた組織イノベーションなき

改革でしかなかったこと，さらには SCMを支

援する ITベンダーの業界知識不足および顧客

とのコミュニケーション不足による導入目的と

結果の不一致であるとした
(3)
。

また，松丸らは当時の SCMの問題点として

「SCM における合意形成の脆弱性」
(4)
の問題

を提言した。「SCM における合意形成の脆弱

性」とは，サプライヤー同士が全体最適化を目

指すことに同意しても，実際の業務に関しては

部分最適化の行動をとってしまい，その結果，

全体最適化ではなく部分最適化の達成しかでき

ない事態に陥ってしまうことである。このよう

な部分最適化の行動は，「消極的抵抗」となって

表面化しにくい傾向にあるが，中には SCMを

推進するメーカーの半ばゴリ押しによって，

メーカーとその他一部のサプライヤーだけしか

メリットを享受できず，一部のサプライヤーが

しわ寄せを受け，サプライチェーンの全体最適

化ではなく部分最適化で留まっているケースも

生じていた。そのため，松丸らは，SCMの実現

における最大の課題は「総論賛成，各論賛成」

による合意形成である
(5)
とした。

つまり，松丸らの主張から類推すると，サプ

ライチェーン全体として「総論賛成，各論賛成」

による合意形成がなされない場合，大きな組織

イノベーションや，それに伴うビジネス・プロ

セスの見直しは生じず，サプライチェーン全体

が描いているビジョンと現実の取り組みとの間

にギャップを生み出し，結果として思うような

成果を挙げられなかったのではないかと考えら

れる。

サプライチェーン全体を１つの組織と捉える

と，それを形成する各企業は，言うなればひと

つの工程である。そのため，サプライチェーン

を形成する企業の一部が社内で全体最適化を実

施しても，サプライチェーン上では単なる部分

最適化でしかない。それをサプライチェーン全

体で考えた場合，結果的に非効率となる可能性

が生じる。そのため，「総論賛成，各論賛成」に

よる合意形成が SCMの実現における重要な課

題であると考えられる。

また，1990 年代後半から 2000 年代の初頭に

かけて広がった SCMに，このような問題が生

まれた理由の１つとして，ビジネスがサプライ

チェーンの内部だけで完結してしまっていたこ

とがある。ビジネスとは，あくまで顧客優先が

大原則である。だが，当時の SCMでは，その

顧客優先に関する企業の取り組みが希薄化して
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いる傾向にあった。事実，当時の SCMの事例

における各企業の改善点に着目すると，キャッ

シュフローの向上や在庫削減による財務状況の

健全化などといったものが目立つ。だが，顧客

満足の向上に関する改善点はあまり見られな

い。そのため，ビジネスに関する思考がサプラ

イチェーン内部だけで完結している傾向が強

かったと考えられる。

1.2 2000 年代前半から現代（2000 年代後半）

では，2000 年代前半からの SCMはどうか。

これについて端的に論じると，SCM に関する

先進的な業界・企業である小売企業（業界）な

どが進める SCM（ローカル SCM）に多く見ら

れる傾向として挙げられることは，従来メー

カー主導であった SCMが顧客に焦点をあてた

マネジメント手法へと変化し始めたことだ。具

体的には，これまで川上（メーカー）で活かさ

れる事が少なかった川下（販売者）の声や川下

がつかんでいる需要の変化に関する情報をより

活用する動きが現れ始めた。なぜなら，販売者

はフェイス・トゥ・フェイスで顧客と接するた

め，顧客に最も近いところで顧客の生の声を聞

くことが可能であり，かつ常に変化する市場の

動向を的確に掴み，販売活動に反映させること

が可能である。市場の成熟化が進む業界におい

て，これが大きな競争優位を生み出す源泉とな

る可能性を持っていることを元来企業は認識し

ていたが，それを活かす術がなかったため，軽

視されがちであった。だが，ITの高度化によ

り，それが可能となった。特に，データマイニ

ングの精度の向上による要素は，業界に大きな

影響を与えた。この後押しにより，21世紀に

入ってからの SCMは企業マインドに変化を起

こし，従来の企業ありきの「いかに売るか」か

ら，CS（顧客満足）重視の「いかに買ってもら

うか」へと変化の兆しをみせた。例えば，コン

ビニエンスストア（以下コンビニ）チェーン大

手のファミリーマートは，顧客に焦点を向けた

マネジメント手法である DCM（Demand

Chain Management）の確立に着手し，販売情

報の分析機能の向上と在庫日数の短縮化を実現

することに成功した
(6)
。具体的には，販売情報

の分析機能の向上により，従来の POS システ

ムでは実現できなかった位置情報による分析が

可能となり，商品が陳列されている位置ごとで

の販売実績を分析できるようになった
(7)
。さら

に，在庫日数の短縮化と，POS 情報の更新速度

の向上によるメーカーへの発注業務のスピード

化を実現した
(8)
ことによって，メーカーに自社

のプライベート・ブランド（以下 PB）商品の開

発と生産の同意を得る
(9)
ことへとつながり，

ファミリーマートの PB 商品は，現在のファミ

リーマートの競争優位の源泉の１つとなった。

また，同じコンビニチェーンのミニストップ

は，取引関係にあったメーカーや卸売業者の協

力の下，POSデータを全て関係企業に公開し

た。当初，関係各社は「競合企業へ自社製品の

売上情報を開示すること」に大きく反発した。

しかし，CS を最優先することを考え，売上実

績情報から最も効果的な商品の陳列をするため

に，関係各社と情報共有をして分析を実施し，

知恵を出し合うことが最優先であったため，こ

の取り組みがなされた
(10)
。

以上のような，日本における 1990 年代後半

からの SCMブーム期における SCMの動向と，

上述した 2000 年代前半以降のコンビニ業界の

SCMの動向を考慮すれば，マネジメント・シス

テムとしての SCMが企業にフィットし，組織

イノベーションを起こし発展していく過程には

２つの方向性があると考えられる。

２．SCMの変遷にみる２つの方向性

2.1 ２つの SCM

では，SCM の変遷に見られる２つの方向性
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について，もう少し検討してみよう。SCM の

ルーツとされている QR の概念が登場して 20

数年が経過したが，上述した通り，SCMは経済

状況の変化に伴い大きく変化した。多様な業界

に SCMの概念が広まったことで，SCMが多様

化したと捉えることもできる。しかしながら，

多様化したといっても，これまでの SCMを見

ると大きく２つのパターンに分かれると考えら

れる。１つは，グローバル SCMを推進してい

る企業（主にものづくりの業界）や，SCMの導

入を後進的に進めた企業などで見られる在庫の

削減やそれに伴ったキャッシュフローの向上の

実現を目指して取り組まれている SCM であ

る。ここでは，これを「コストカット型 SCM」

と呼ぶことにする。

もう１つは，コンビニ業界やスーパーマー

ケット業界，アパレル業界などの小売業界でみ

られる現場の販売店主導によるサプライヤー各

社との徹底した EDI
(11)
と問題解決などに関し

て相互に提案し合い，より密なコミュニケー

ションをはかることで需要にマッチした生産体

制の確立やニーズへの対応を迅速かつ効率的に

実施し，売上の上昇を目指す SCMがあると考

えられる。ここでは，これを「付加価値創造型

SCM」と呼ぶことにする。

２つの SCMの仕組みを示したものが図１で

ある。このように考えられる要因として，次の

ことが挙げられる。まず，日本における初期の

SCM とアメリカにおける初期の SCM とされ

ているQRの導入目的が異なる点である。日本

における初期の SCMとしては，例えば，QRの

概念が生まれる以前の 1972 年に靴下メーカー

のタビオ株式会社（以下：タビオ）が考案した

ユニット・コントロール・システムのような人

海戦術によるマネジメント・システムではない

かと考えられる。以下では，このタビオの事例

について取り上げることにした。

2.2 事例 タビオ

タビオのユニット・コントロール・システム

とは，タビオが 1972 年（創業５年目）に独自に

考案した人海戦術による POS システムである。

これは，書店のカードシステム
(12)
をルーツに

持ち，販売店が販売時に回収したタグを週１回

タビオに送り，タビオの社内でもって人海戦術

による集計作業を実施し，販売店ごとの売れ筋

商品を把握するというまさに人海戦術による

POS システムである。
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靴下の生産は，糸染めから完成までに２ヶ月

を要するため，２シーズンごとに販売予測をし

て生産することが一般的であった。そのため，

ニーズの変化が激しい業界であるにも関わら

ず，多品種少量生産は不可能であった。このよ

うな業界の制約により，販売店では商品の欠品

や在庫の山を抱えることがよくあり，顧客ニー

ズに的確に応えことができないことが日常茶飯

事であった。しかし，タビオはユニット・コン

トロール・システムにより，当時，不可能とさ

れていた多品種少量生産と，販売情報の管理を

実現させた。その結果，取引販売店ごとの売れ

筋商品を把握し，各販売店が最適な販売活動を

実現できるような製品供給や販売支援に取り組

み，取引店舗数を伸ばすことに成功した
(13)
。

だが，取引先店舗の増加に伴って販売情報の

集計作業に要する時間が次第に長くなり，集計

作業に毎回１ヶ月を要する事態に陥ってしまっ

た。その結果，タビオの強みであった各販売店

のフォローができなくなってしまった。このた

め，タビオは，まず主にパートタイム従業員を

増員して販売情報の集計作業の迅速化を試み，

これが功を奏した。さらに 1981 年には，集計

作業の処理スピードをより向上させることを目

指し，コンピュータ・システムの導入にも踏み

きり，販売店へのフォローの迅速化に成功した。

しかし，1980 年代に入ってから今度は，販売

店の商品知識の低下の問題が新たに浮上
(14)
し，

顧客（一般消費者）から商品に関する苦情が殺

到するようになった。CS の低下に関わるこの

問題を解決するために，タビオは販売網の見直

しにのりだした。販売網の見直しに向けた取り

組みとして，タビオは，創業時からの主たる事

業であった卸事業からの脱却を兼ねて，1982 年

に直接，顧客とコミュニケーションを図ること

で一般顧客の CS を向上させることと，製品供

給者として品質の高い靴下を提供して永続的な

取引関係を築くことを念頭に置いて，神戸の三

宮に初めて直営店を開業した。直営店の開業

は，一般顧客の CS 向上だけでなく，ニーズの

変化が極めて激しいファッション業界の需要動

向をいち早く掴み，不確実な販売機会への対応

力の強化へとつながった。これを境にタビオは

販売網を直営店主体に切り替え，顧客への商品

に関する説明不足から生じたトラブルを削減す

ることに成功した。この創業当時からの柱とし

ていた卸事業からの脱却という戦略の転換に

よって，長い時間をかけて店舗数を拡大させ，

各店舗で CS 向上に努めていった
(15)
。それが，

現在のタビオのブランド力に大きく寄与してい

る。

また，直営店を増加させる一方で，1988 年に

はコンピュータ・システムによる POS システ

ムの導入に踏みきった。さらに，これと同時期

に，顧客ニーズの変化が他業界に比べ激しい

ファッション業界で，顧客ニーズの移り変わり

を的確に掴み，迅速に対応して CS のさらなる

向上を目指すことや，それを実現するための土

台となるサプライヤーなどとの信頼関係強化を

目指してネットワークの構築へのり出した。サ

プライヤーとの信頼関係強化の一環として，ま

ず従来から実施していた委託先各社との勉強会

の回数を増加させ，各社とのコミュニケーショ

ンのさらなる活性化をはかった
(16)
。

取り組みを開始した当初は，設備投資に関す

るコストの問題から，サプライヤー企業との間

で思うようにネットワーク化を進めることはで

きなかった。だが，タビオの創業者である越智

氏は，グローバル競争に勝ち残るための最良策

としてネットワーク化の重要性を主張し続け

た。それだけでなく，ネットワーク化に伴って

発生するシステムのメンテナンスやシステムの

活用方法などに関する指導などを積極的に支援

した。その結果，委託先企業各社の理解を得る

ことへとつながり，委託先企業各社との綿密な

関係性構築に成功した。
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さらに，製品の発注は 10足単位で行うこと

が通例であるのに対し，タビオは製品の追加発

注を１足単位で行い，注文を受けた翌日に納品

を完了させることを実現させた。

これらの取り組みにより商品の回転率が高

まったことで，その後，タビオがコンピュータ・

ベースでの SCMシステムを導入した結果，店

舗在庫が 95％減少し，工場の残糸・残品も 80％

減少させるといった大きな効果を挙げるまでに

至った
(17)
。そして，2001 年からはメーカーの機

械の稼働状況をタビオの物流拠点で管理できる

システづくりに着手し，販売店舗と工場との連

動を深め，販売予測と生産計画の策定における

精度の向上と効率化を目指し，タビオとサプラ

イヤー間での win-win な関係の構築・強化とサ

プライチェーン全体としてのベストプラクティ

スの実現に尽力している。

以上のような取り組みの結果，今日のタビオ

は，扱う商品の価格は１足あたり 1,000円前後

と競合他社と比べると比較的高い価格帯である

にも関わらず，豊富な品揃え，ファッション性

の高さ，高い品質から若年世代（主に 10 代から

20 代）の顧客から支持を得る企業となった。ま

た，2001 年にはイギリス，2009 年にはフランス

に進出し，拠点を設けるまでに至った
(18)
。

2.3 日本とアメリカにおけるSCMの相違点

上述したタビオの事例から考えれば，ユニッ

ト・コントロール・システムが目指したものは，

工場と販売店との間の密接なコミュニケーショ

ンによる最適な生産の実現と機会損失や在庫過

剰を改善するものであったことがわかる。これ

に対し，QRは徹底した無駄の排除による商品

の低価格化を進めることを目的としていた。注

目すべき点は，ユニット・コントロール・シス

テムで目指した効果が，現在の小売業界が導入

している付加価値創造型 SCMと共通点が多い

のに対し，QR は所謂コストカット型 SCM と

の共通点が多いことだ。つまり，上述したよう

に SCMのルーツは，一般的にアメリカのアパ

レル業界で誕生したQRとされているが，これ

をアメリカ式の SCM のルーツとすれば，ユ

ニット・コントロール・システムは，日本式の

SCM のルーツであり，アメリカの QR よりも

誕生した時代が早いことから創生期の SCMと

論じても良いのではなかろうか。

また，1990 年代後半の日本で SCMに取り組

んだ企業に注目すると，その多くは，まず，メー

カーもしくはサプライチェーン上で最も影響力

が強い企業の主導の下で実践される傾向がみら

れる。そして，その成果の大多数は，在庫日数

の短縮化に伴うキャッシュフローの向上や，そ

れに伴ったコストカットである。アメリカから

SCM（QRもしくはECR）の概念が上陸する以

前より，日本には，タビオのような手本とすべ

き成功事例があった。それにも関わらず，1990

年代後半からなぜ SCMは，注目を浴びるよう

になったのか。

1990 年代後半より，アメリカで多くの企業に

変革をもたらした SCM の概念が日本に登場

し，「今後，ますます激化する市場競争で生き残

るために SCMの導入は必要不可欠である」と

いった言葉が飛び交った
(19)
。それにより，SCM

はアメリカ発祥のマネジメント手法であるよう

に論じられるようになってしまったと考えられ

る。

その一方で，上述したタビオのような取り組

みは，星の数ほどある中小企業の中の１つが持

続可能な競争優位の獲得のために取り組んだ活

動であり，日の目を見ることが近年までなかっ

たのではないか。確かに，1980 年代に世界を席

捲したポーターの価値連鎖や，それに影響を受

けたバリューチェーン構想，1990 年代に登場し

たバーニーの RBV
(20)
や ITはアメリカ発の理

論や技術であったこともその要因であろう。バ

リューチェーン構想やバーニー RBVが世界を
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賑わし，多数の企業が ITの導入による業務の

効率化を実現したことが，コストカットの意識

をより一層強めたのではないか。その結果，

1990 年代後半から 2000 年代初頭にかけて，本

来，SCM が持っていた本質がねじ曲げられ異

なった認識が浸透し，SCM の構築そのものを

単なるコストカットの一環で開始する企業，も

しくは企業集団が多く現れたのではないか。そ

して，上述したように，この時代の SCMは，サ

プライヤーたちとの EDIによる生産計画の策

定や，徹底した在庫管理による在庫削減と

キャッシュフローの向上といったコストカット

の推進による財務状態の健全化を目的とするも

のや，あるいは業務改革なき SCM や ITの導

入が横行してしまったのであろう。

この後，日本企業は，2000 年代前半（もしく

は初頭）に入ると，1.2 で挙げたファミリーマー

トのような小売業界など，SCM の導入におい

て先進的な業界を中心に，データマイニングを

用いた販売情報の分析と SCMとを連動させた

販売主導の SCMが登場した。これは，SCMに

おける一種のイノベーションである。ここまで

に論じた SCMの誕生と発展の歴史についてま

とめると図２となる。

21世紀以後の SCMの事例については，これ

までの研究をみると，グローバル SCMの研究

が多くなされている。しかし，筆者は視点を変

えて，ローカル SCMについて見てみた。ロー

カル SCMは，多種多様な業界に拡大している

ことから，ローカル SCMに焦点をおくことで，

本稿の主題である SCMの発展に関する方向性

について言及できると考えられる。だが，ここ

まで論じたことでは，コストカット型 SCMと

付加価値創造型 SCM といった２つの SCM の

形を見ることができても，発展の方向性につい

て言及するには若干材料不足である。そのた

め，次にもう１つパワードコムという企業の事

例を紹介することにしよう。

2.4 事例 パワードコム

パワードコムは，2006年１月に KDDIに吸

収合併され，現在 KDDIの法人向けデータ通信

サービス事業部の基盤となった企業である
(21)
。

合併される前のパワードコムは，法人向けデー
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タ通信サービス業界のトップに立つ企業であっ

た。パワードコムを業界トップの座に躍進させ

た最大の要因は，当時の通信業界では前例がな

かった SCMの導入に踏みきったことによる変

革である。その詳細は，以下の通りである。

パワードコムでは，担当者が営業活動をする

過程において，営業先で正式に受注できる可能

性（受注を請け負える可能性はパーセンテージ

で表す）を順次，工程管理システムに登録する。

そのため，正式な契約を交わす直前まで正式に

受注できるかどうか不明確であった。だが，受

注後に必要な機器の発注をかけたのでは，サー

ビスの提供開始時期が遅れてしまうため，事前

に必要な機器や回線の数を予測して発注するこ

とが課題であった。これに対して従来は，前年

同時期の実績などから予測して必要な機器や回

線を調達してきた。しかし，この予測方法では，

正確さに欠けていたため，機器や回線が在庫過

剰や在庫不足に伴う機会損失を招くことが多々

あった。

そのため SCM導入の目的は，機器や回線の

調達の予測を，データに基づく予測に切り替え

ることと，予測精度の向上を目指すこと，機器

や回線などの仕入に関するリードタイムの短縮

化であった。そこで，まず従来３ヶ月かかって

いた機器の納期を１ヶ月に短縮化することに取

り組み，サプライヤーとの綿密な協議を重ね，

これを達成することに成功した。また，これと

合わせて，社内の業務プロセスの見直しにも取

り組んだ。その結果，顧客に提供する「Po-

wered Ethernet」（広域イーサネット構築サー

ビス）のリードタイムを従来の４ヶ月から２ヶ

月へ短縮させることにも成功した。さらに，月

単位で準備する機器や回線の数を予測する方法

として，２ヶ月前の時点で受注の可能性が 50％

あるいは 90％の顧客数を合計することを考案

した。この方法の場合，正式な受注を受けられ

なかった場合や，キャンセルが発生した場合で

も，新規開拓の可能性が十分にあるため，ここ

で導き出された値で落ち着く。パワードコム

は，SCMを導入したことで，通信回線・機器の

在庫削減と在庫稼働率を向上させ，2005 年４月

から 2005 年９月のわずか半期で 100億円もの

大規模なコスト削減に成功した。

この業界では，顧客が法人であるということ

から売上を大きく伸ばすことは困難である。そ

のため，業績の向上には，このような業務プロ

セス改善によるコスト削減が鍵を握ることにな

る
(22)
。

2.5 小 括

パワードコムの事例のポイントは，１．実施

した時期，２．導入目的，３．導入による効果

である。注目すべきポイントは，１．実施した

時期である。パワードコムが，この取り組みを

始めたのは，2004 年である。通信サービス業界

では，前例のない試みであった。そのため，一

定の期間でみると大きな効果を示したように見

える。しかし，視点を変えてみると，以下のよ

うに論じられる。パワードコムが取り組みを開

始した 2004 年当時の他業界の SCM の動向に

目を向けると，上述したファミリーマートの事

例のような付加価値創造型 SCMが既に確立さ

れていた。しかし，業界における競争構造の違

いや，市場の違いといった問題もあるのかもし

れないが，パワードコムが導入した SCMは，

その効果から見られるようにコストカット型

SCMである。だからといって，SCMを導入し

た場合，その初期段階の形態が必ずしもコスト

カット型 SCM となるわけではない。なぜな

ら，先に取り上げたタビオの事例のように，タ

ビオの SCMのルーツであるユニット・コント

ロール・システムは，コストカットを目的とし

たものではなく，販売支援と生産の最適化で

あった。確かに，ユニット・コントロール・シ

ステムは，付加価値の創造にまでは至らないが，
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付加価値を創造する上で必要なビジネス・プロ

セスを構築する土台となるシステムであったこ

とには違いない。

では，なぜ初めて SCMを導入する時に構築

される SCM の形態が，コストカット型 SCM

になる傾向が強いのか。この問題について考え

るために，どこにポイントをおくべきなのか。

アプローチにもよるが，各業界のルール，SCM

の導入を実施した企業・企業群における共通の

組織文化・取引に関するルールや障壁など様々

な視点がある。そこで筆者は今回，「ケイパビ

リティ・コアコンピタンス」を育むために必要

な経営戦略の視点から SCMを考えることにし

た。経営戦略の視点から考える理由は，次の通

りである。上述した，ファミリーマートとタビ

オの事例にみられるように，付加価値創造型

SCMでは，「ケイパビリティ・コアコンピタン

ス」の創造と醸成をさせることに大きな意味が

ある。特にファミリーマートの場合，これが持

続可能な競争優位の１つとして競合他社に対し

て大きな脅威となった。

つまり，サプライチェーン・ネットワーク全

体として，持続可能な競争優位となりうるケイ

パビリティやコアコンピタンスを築き上げるこ

とには，大きな意味があり，それが競合他社に

対する大きな脅威となれば業界に与える影響も

大きなものとなる。そのため，「ケイパビリ

ティ・コアコンピタンス」を育むために必要不

可欠な経営戦略の視点から２つの SCMをみる

必要性があると考えられる。

３．経営戦略の視点による考察

3.1 ２つの SCMの違い

コストカット型 SCM と付加価値創造型

SCMの効果を比較すると，決定的な違いは，持

続可能な競争優位の源泉となりうる「ケイパビ

リティとコアコンピタンス」を創造もしくは，

醸成することが可能であるかどうか，である。

コストカット型 SCM は，一見すると，持続可

能な競争優位を持ちあわせた SCMであるよう

に思われるが，実はそうではない。なぜなら，

これはコストカット型 SCMの限界とも言うべ

き点であるが，コストカット型 SCMの効果か

らもみえるように，あくまでこれは，サプライ

チェーン内部における業務プロセスの改革であ

り，内向きの体制強化のためのマネジメント手

法（防御体制を再整備するための防衛戦略）で

ある。内向きの体制強化では，業務プロセスの

スループットの向上や在庫削減・在庫回転率の

向上などのような効果をもたらすが，これが持

続可能な競争優位へと直接結びつくわけではな

い。そもそも持続可能な競争優位については，

論者によりさまざまな定義がなされている。例

えば，ポーターは，競争優位について「会社が

その商品を設計・製造・マーケティングを実施

し，それを流通チャネルに送り出し各種サービ

スを実施するといった多くの別々の活動から生

まれてくるのであり，これらの活動のそれぞれ

が，会社の相対的コスト地位に貢献し，差別化

の基礎を創造する」
(23)
とした。また，バーニー

は「その企業の行動が業界や市場で経済価値を

創出し，かつ同様の行動を取っている企業がほ

とんど存在しない場合に，その企業が置かれる

ポジションである」
(24)
とした。さらに，コト

ラーは「常にイノベーションに取り組み，長い

目でみてシェア取得に結びつくようなちょっと

した差別性を極力多く作り出すことである」
(25)

とした。

これらの共通点をまとめると，持続可能な競

争優位とは「競合他社よりも付加価値の高い製

品・サービスを顧客に提供することが可能な能

力のことである」と考えられる。これを考慮す

ると，コストカット型 SCMから持続可能な競

争優位を生み出す要素は見出しにくい傾向にあ

るのではないか。確かに，徹底された生産管理
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は，サプライチェーン上でのリーンロジスティ

クス
(26)
の実現へと結びつく。だが，業界の中

で SCMが広がるにつれて，各社それぞれに大

きな差が現れるとは考えにくい。そのため，コ

ストカット型 SCMでは，持続可能な競争優位

の確保に至るような，競合他社との決定的な差

別化は見出しにくい。

しかし，コストカット型 SCM の要素は，サ

プライチェーン全体における業務革新の重要性

を示唆している点や，健全な財務基盤の確保な

どの点で，企業経営に大きな意味を持っている。

例えば，仮に競合他社を圧倒するような付加価

値の高い製品・サービスを生み出すことや，ビ

ジネスモデルを見出すことができても，それを

実現させるために必要不可欠なサプライチェー

ンサイドの体制に不備があったのでは意味がな

い。このような状況が生じた場合，上述した

SCM における合意形成の脆弱性が生じてしま

い，例えば，生産活動と販売活動の間でギャッ

プが生じ，むしろ逆効果となってしまうだろう。

それは，企業イメージやブランド力に傷をつけ

ることになりかねない。そのため，付加価値を

創造するためには，常にサプライチェーン上で

革新が求められている。つまり，コストカット

型 SCMの確立は，競争優位を築き上げていく

ための一種の土台作りの一環であると同時に，

不測の事態に対応するための防衛戦略の１つで

もあると考えられる。

3.2 ポーターとバーニーの視点にみる２つの

SCMの特徴

ポーターは，持続可能な競争優位を築き高め

るには，業界における自社のポジションを強固

なものとするべきであると主張している。自社

の競争優位を高め競合他社の脅威を抑え込むと

同時に，参入障壁を高めることが持続可能な競

争優位を確立と自社の業界のポジションの防衛

へとつながるのであろう。そのため，ポーター

は，防衛戦略における内向きの体制強化のため

のマネジメントについて否定的である。ポー

ターの主張から考えるのであれば，防衛戦略に

おける内向きの体制強化はオペレーションの効

率化でしかないだろう
(27)
。さらに，ポーターは，

オペレーションの効率化はポジショニングに

よって競争優位を獲得するための必要条件でし

かないと主張している
(28)
。つまり，ポーターの

競争戦略では，あくまでポジショニングによる

持続可能な競争優位の確立によるところが強

い。また，ポーターは，持続可能な競争優位を

築くための基本戦略として，コスト・リーダー

シップ戦略と差別化戦略，そして集中化戦略（コ

スト集中戦略と差別化集中戦略）を主張してい

る
(29)
。要するに，持続可能な競争優位の源泉と

は，業界の競合他社と自社を比較した時に，競

合他社よりもコスト優位な立場であるか，もし

くは競合他社にはない差別性を自社が有してい

るかどうかでしかないということである。ま

た，この２つの持続可能な競争優位の源泉を強

固なものとするために，多角化戦略や水平統合

戦略を使い分けることも指摘している。なぜな

ら，多角化戦略は価値連鎖を考慮すると，業務

のアウトソーシングを行うことなく，社内です

べての業務を実施することによって得られる利

益幅が拡大する。一方，水平統合戦略は，相互

関係の活用による競争優位の強化・進化させる

といったメリットがある反面，自社技術の流失

や提携関係を持った企業と利益を分け合わなく

てはならないというデメリットがある
(30)
。つま

り，多角化戦略と水平統合戦略は，相反する戦

略である。だが，両者に共通することは，最終

的に顧客に提供する製品・サービスの価値の最

大化である。言うなれば，最終的に顧客のニー

ズにマッチした製品・サービスの価値の最大化

を図り顧客に提供し続けることこそが，持続可

能な競争優位を確固たるものにすることができ

るのである。つまり，ポーターは外向きの戦略
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（競争戦略）を重視することが，防御体制の再

構築としての防衛戦略の役割を果たすと主張し

ていることになる。

では，バーニーはどうか。バーニーは，防衛

戦略について直接的な言及はしていないが，

バーニーの RBVの核心は，希少性・模倣困難

性に富んだコアコンピタンスやケイパビリティ

を育むことで競争優位を確立することであ

る
(31)
。バーニーによれば，ケイパビリティを育

むには，1．ユニークな独自の経験，2．サプラ

イヤーとの関係性，3．顧客との関係性，4．従

業員との関係性といった４つの要素がある。４

つの要素に共通することは，「信頼関係の確立」

であるとされている
(32)
。つまり，バーニーの視

点で考えれば，内向きの体制強化のためのマネ

ジメントは，４つの信頼関係を確立しつつ，市

場の変化に合わせてフレキシブルに企業形態を

変えて行くことで達成できるのであろう。ま

た，バーニーの視点で考えるなら，防御体制の

再構築としての防衛戦略と，企業の市場におけ

るポジションやシェアを守るための防衛戦略を

確立することにより，外向きの戦略を実施する

ことが可能になると主張しているのであろう。

両者の防衛戦略を SCM に適応した場合，

バーニーの主張の方が SCMのマネジメント手

法に合致すると考えられる。なぜなら，バー

ニーが考える持続的競争優位を確立するための

要素の根幹には「信頼関係の確立」があるのに

対し，ポーターの主張の中には「信頼関係の確

立」の重要性に関する指摘がみられないためだ。

ポーターの主張では，あくまで戦略的ポジショ

ニング
(33)
と参入障壁を高めること

(34)
が防衛戦

略である。ポーターの主張の欠点は，不測の事

態に陥った際の議論がなされていないことであ

る。ここでの不測の事態とは，上述した SCM

における合意形成の脆弱性の問題ではなく，経

済情勢の変化や自社の存在を脅かすような事態

のことである。このような不測の事態に陥った

場合，果たしてポーターが主張するような，業

界のポジションをシフトさせるだけで脱却する

ことは可能であろうか。

企業経営は，時に予想もつかないような問題

に直面することがある。例えば，味の素は，

2001 年にインドネシア政府から，製品製造工程

においてイスラム法に抵触する豚由来の酵素を

使用していたとして工場の操業停止と製品の回

収命令を受けた
(35)
。しかし実際には，問題と

なった豚由来の酵素の使用に関して当局から

2000 年 11 月に警告を受けていたため，問題と

なった豚由来の酵素の使用をやめていた。だ

が，製品のラベルの表示方法の不備によって誤

解を招いてしまった。最終的に，この問題は収

束へと向かったが，これにより味の素は，１ヶ

月もの間，工場の操業停止の処分を受け，また

現地当局から事情聴取を受け，問題収束後も数

年かけ，インドネシアの各地域を回り企業イ

メージの回復に取り組まざるを得なかったこと

から，インドネシアでの業務の運営に大きな影

響を受けた。また，パナソニックは，2005 年４

月 21 日に，1985 年から 1992 年にかけて生産さ

れた FF式石油温風機と石油フラットラジアン

トヒーターによる一酸化炭素中毒事故を受け

て，これらの製品回収を開始した
(36)
。パナソ

ニックは，この問題の解決のために，事態の詳

細を消費者に伝えるために TVCMや新聞広告

を早期に打ち出したりしたことで消費者から好

感をもたれるようになり，周知の通り，未だ

（2009 年６月現在）において，製品回収が完了

していないにも関わらず，売上高推移などから

見ても，パナソニックのブランド力の低下や競

争力は衰えていない
(37)
。

このような事例を考慮すると，つまり，ポジ

ショニングだけでは不測の事態へ対応すること

は容易ではないだろう。確かに，このような不

測の事態は，戦略とは関係ないのかもしれない。

だが，不測の事態に陥った場合，いかにして問
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題を収束へ向かわせるかも一種の戦略である。

生じた問題の性質にもよるが，場合によっては，

パナソニックのように，問題が発生する以前よ

りも企業ブランド力を高めることにつながるか

もしれないし，新たな競争優位を築き上げるか

もしれない。いかにして，生じた問題を早期に

収束へ向かわせるか，生じた問題によって受け

る被害を最小限に抑えるかは，次のポジショニ

ングに大きく影響を及ぼすであろう。しかし，

ポーターが主張するようなポジショニングで

は，不測の事態への対応に関する議論が希薄で

ある。さらに，ポーターの防衛戦略とは，新規

参入の妨げることには有効であるが，競合他社

から自身の業界ポジションを守ることや，競争

優位を獲得する上での防衛戦略については，議

論されていない。これは，言ってみればポー

ターのポジショニングの限界なのであろう。

だが，バーニーの主張に従えば，不測の事態

が生じたとしても，場合によっては，それがユ

ニークな独自の経験として蓄積され，ケイパビ

リティの源泉となりうるかもしれない。また，

その際にサプライヤーや従業員との信頼関係の

確立がなされている場合は，サプライチェーン

全体として新たなケイパビリティを育む源泉と

なるかもしれないし，パナソニックのように顧

客サイドとの信頼関係の強化につながるかもし

れない。

実のところ，SCMの成功事例の中で，SCM

を成功に導いた最大の理由を「サプライヤーと

の信頼関係」，「顧客との信頼関係」であるとす

る企業は多々ある。例えば，上述したタビオの

場合でもそうだが，サプライヤーとのネット

ワーク化のために，従来から取り組んでいたコ

ミュニケーションの活性化する取り組みを深め

たり，サプライヤー各社にネットワーク化の重

要性を説いたり，ネットワーク化のための設備

投資の支援をしたりといった具合に「サプライ

ヤーとの信頼関係」の構築を重要視していた。

さらに，顧客との関係性を高め，品質の高い靴

下製品を顧客に提供し永続的な取引関係を築き

上げることを目指して，卸売り事業から直営店

事業へとビジネスモデルをシフトさせているこ

とからしても，コストカット型 SCMや付加価

値創造型 SCMを確立する上で，「信頼関係」の

確立は，コアコンピタンスとまでは至らないか

もしれないが，大きな競争優位となりえる。ま

た，SCMシステムを構築するベンダー・サイド

に視点を移してみてもそうだが，例えば IBM

は，SCMシステムの構築においてサプライヤー

やパートナー企業と良好な信頼関係を構築する

ことの重要性を述べている
(38)
。

SCM の確立における信頼関係の重要性は，

何も日本だけのことではない。バワーソクスら

によれば，欧米企業の間では，サプライヤーと

の信頼関係の確立を重要視する動きが見られる

とされている。特に，完成品メーカーにはその

傾向にある。完成品の品質は，部材の調達先の

違いで時には大きな差が生じることがある。品

質の維持・向上をはかるために，欧米企業の間

では，取引サプライヤーの数を絞り，絞り込ま

れたサプライヤーと信頼関係を形成し，より品

質の高い部材の提供を求める傾向にある。例え

ば，掃除機メーカーの Tennant は，サプライ

ヤーを絞り込み，サプライヤーとの密接な関係

を構築するために努め，組み立て作業の一部を

委託したことで，部材品質の向上とそれに伴っ

て完成品の品質が向上し，さらには CS の向上

へまでつながった
(39)
。

しかしながら，やはり，バーニーの主張にも

限界がある。岡田の指摘にもあるように，バー

ニーの RBVには，競争優位をもたらす経営資

源の必須条件である「価値を生み出すこと」に

関しては，ポーターのポジショニングに委ねて

おり，RBV単独では戦略論として存続しえな

い
(40)
。バーニーの理論をひとことで言うなら，

一度見出したコアコンピタンスや戦略的な競争
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優位（もしくは競争優位の源泉）となるリソー

スを持続させ，強固なものとするための指針で

ある。コアコンピタンスや戦略的な競争優位

（もしくは競争優位の源泉）となるリソースを

持続させ強固なものとするには，リソース（コ

アコンピタンスやケイパビリティを含む）その

ものが希少性に富んでいることもあるが，それ

以上に模倣困難性が求められる。なぜなら，い

くら希少なリソースであっても，競合他社に模

倣されてしまえば意味がない。だが，競争優位

となりうるリソースであるか否かを見極めるに

は，それ以前に業界・市場で企業自身のスタン

スを確立する必要がある。これに関しては，や

はり，ポーターのポジショニングに委ねる必要

がある。つまり，防衛戦略に関しても，内向き

の体制強化については，バーニーが主張するよ

うに，今後，持続可能な競争優位となりうるリ

ソースを育み強化することと合わせて，企業内

に潜む諸問題の解決に取り組むことが重要であ

ろう。そして，外向きの体制強化に関しては，

ポーターが主張するような，戦略的ポジショニ

ングにより新規事業の開拓や，既存業界におけ

るニッチ戦略もしくはポジション・チェンジと

合わせて，バーニーが主張する３つの関係性（サ

プライヤーとの関係性，顧客との関係性，従業

員との関係性）の確立を進めることが大きな意

味を持つことになる。上述した，タビオも主た

る事業としていた卸売業界での限界を感じ，最

終顧客との関係性構築を目指して，直営店事業

へと事業の転換を図ったのであり，それを推進

するためにサプライヤーとの関係性構築に尽力

したのである。また，日用雑貨問屋を営んでい

たチヨカジ（1999 年に中央物産（株）に吸収合

併）は，1980 年代半ばから箱単位での配送から

単品での配送に取り組み，それを支援する

VANを運営する企業まで設立した。そして，

同業他社に対して開発したシステムの使用権の

販売や，マーチャンダイジングの推進による事

業の多角化を模索した
(41)
。

以上のことを考慮すると，コストカット型

SCM と付加価値創造型 SCM における戦略の

形は，ポーターが主張するポジショニングと

バーニーが主張する RBVの対立構造と共通す

るものであろう。

つまり，サプライチェーン全体として，コア

コンピタンスやケイパビリティを創造し，醸成

させ持続可能な競争優位を築き上げるために最

も重要なことは，ビジョンを明確にすることも

そうだが，それ以上に，サプライヤーとの信頼

関係を構築することであろう。また，サプライ

ヤーとの信頼関係の構築は，持続可能な競争優

位を生み出す源泉となるだけでなく，サプライ

チェーンとして築き上げた業界ポジションを守

り強固なものとするために最も重要なものであ

ろう。また，付加価値創造型 SCM のように，

新たなケイパビリティやコアコンピタンスを創

造・醸成させるために重要なことは適切なタイ

ミングで自身の業界ポジションをシフトするこ

とであろう。

3.3 小 括

コストカット型 SCMは，サプライチェーン

上における自社もしくは，サプライチェーン全

体における強みと弱みの再認識と，コアコンピ

タンスとなりうる諸機能や事業を再認識させ，

コアコンピタンスを磨き上げるために必要なケ

イパビリティの創造と醸成に貢献するマネジメ

ント手法である。そのため，これは中長期的に

みれば競争優位の源泉と成りえる。

自社もしくはサプライチェーンが持っている

技術，諸機能，ブランド力などがコアコンピタ

ンスとなりうる条件として，ハメル＆プラハ

ラードは，「顧客価値」，「競合他社との違い」，

「企業力の拡大」といったキーワードを挙げて

論じている
(42)
。この点から考えてもコストカッ

ト型 SCMは，あくまで近未来に大きく躍進す
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るための内向きの体制（自社もしくはサプライ

チェーン内の体制）を強化するためのひとつの

手段である。これを達成することで，外向きの

戦略を自社グループもしくはサプライチェーン

全体で打つための体制が整うだろう。そして，

サプライチェーン全体で外向きの戦略を実現す

るために実施するのが付加価値創造型 SCMの

確立である。

付加価値創造型 SCMとは，サプライチェー

ン全体として，市場においていかに好条件のポ

ジションを維持・獲得・拡大させていくかを目

的に構築していくものである。これは，先に論

じたように，顧客視点の SCMである。付加価

値創造型 SCM は，コストカット型 SCM より

も，持続可能な競争優位を生み出す源泉となる

ケイパビリティの創造や醸成に貢献し，そこか

ら，新たなコアコンピタンスを生み出す可能性

が高いであろう。これは，ファミリーマートの

事例を見れば明らかだ。ファミリーマートの

DCMの効果を考えれば，この取り組みが新た

なコアコンピタンスを生み出した１つの要因で

あったことは間違いない。DCMの導入により

実現したファミリーマートの PB 商品は，ファ

ミリーマートのブランド力の向上に大きく貢献

し，これが現在のファミリーマートのコアコン

ピタンスの１つであることは事実だ。

また，タビオの事例から考えると，付加価値

創造型 SCM はコストカット型 SCM に比べ組

織コミュニケーションやサプライヤー間のコ

ミュニケーションをより密なものにする傾向が

みられる。企業経営における土台形成の基本で

もある組織コミュニケーションやサプライ

チェーン間におけるコミュニケーションを綿密

化することは，新たなケイパビリティの創造や

醸成に大きく貢献するものであろう。しかも，

付加価値創造型 SCMでは，ITの発展の影響も

あるのだろうが，コストカット型 SCMで一度

蚊帳の外においていた「顧客視点の変革」に立

ち戻って，顧客とのフェイス・トゥ・フェイス

のコミュニケーションを強化することが，新た

な販売機会の創造に大きく寄与したのであろ

う。

このように考えれば，２つの SCMの違いと

は，サプライヤーサイドに重点をおいて，サプ

ライチェーンの内部環境の体制強化と見直しを

重視し，財務的な問題の解決や在庫問題に取り

組む一種の防衛戦略の側面が強い SCM（コス

トカット型 SCM）と，これらを踏まえた上で，

多角化を含め中長期的に持続可能な競争優位を

育てていくために必要なケイパビリティの創

造・醸成に重点を置きつつ，顧客を含めたトー

タル・サプライチェーンとして CS の向上や，

サプライチェーン全体業務の見直しによる持続

可能な競争優位の獲得に重点をおいた SCM（付

加価値創造型 SCM）との違いであろう。また，

両者に共通することは，どちらも，サプライ

チェーンのプロセスにおけるリエンジニアリン

グの要素が重要であることであろう。

４．まとめ

以上，コストカット型 SCMと付加価値創造

型 SCM を定義し，これらについて，経営戦略

の側面から論じてきた。コストカット型 SCM

とは，在庫の問題や悪化した財務状態の建て直

しなど，内部環境の体制強化と見直しを重視す

ることにより，サプライチェーン全体の競争力

を向上させていくために必要な体力を回復させ

る役割を担うものである。サプライチェーン全

体を通して，在庫を減らし管理コストの削減と

キャッシュフローの向上を進めることで，健全

な企業経営をサポートするものである。一方，

付加価値創造型 SCMは持続可能な競争優位を

育てていくために必要とされる既存のケイパビ

リティの強化や，新たなケイパビリティの創

造・醸成を重視するか，もしくは顧客を含めた
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トータル・サプライチェーンとして CS の向上

や，サプライチェーン全体業務の見直しによる

持続可能な競争優位の獲得に重点をおいた

SCMである。

そして，SCM を確立させていく過程におけ

る２つの SCMの関係は，タビオのような例外

を除けば通常，コストカット型 SCMを確立し

た後，サプライチェーン全体として新たなコア

コンピタンスを確立するために付加価値創造型

SCM へ移行する傾向にある。なぜなら，これ

までに議論してきたようにコストカット型

SCM は，あくまでサプライチェーン全体の内

部環境の体制強化でしかない。サプライチェー

ン全体を通して，持続可能な競争優位となりう

るコアコンピタンスやケイパビリティを見出し

確立していかなければ，サプライチェーンを構

成している企業に未来はないも同然である。し

かしながら，現在のサプライチェーンの多くは，

コストカット型 SCMの段階で留まっているも

のが多い。付加価値創造型 SCMのパターンを

見出し実現した企業の大半は，タビオのような

アパレル業界の企業であったり，ファミリー

マートのような小売業界の企業である。ものづ

くり企業の間で，付加価値創造型 SCMの過程

まで SCM を進化させた企業は少ない。つま

り，コストカット型 SCMの形態で留まってい

るサプライチェーンが，今後，持続可能な競争

優位を確立，維持，強化させていくためには，

付加価値創造型 SCMへ移行することが重要で

ある。コストカット型 SCMの形態に留まり続

けることは，長期的に見ればサプライチェーン

全体の競争力の低下を招くだろう。競合他社の

脅威を弱め，サプライチェーン全体として発展

していくためには，内向きの体制を強化するケ

イパビリティやコアコンピタンスを育むのでは

なく，外向きの戦略を打ち，業界における自社

の地位を確固たるものとすることが重要なので

ある。
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nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20070308/264262/

?ST＝biz_tatsujin），（アクセス日：2009 年４月 14

日）

⑼ 有馬・清嶋〔2006〕p. 54。

⑽ 川又〔2007〕p. 171。

⑾ EDI（Electronic Data Interchange：電子データ交

換）とは，VAN（（Value Added Network）付加価値

通信網）と呼ばれる企業間でデータ通信を行うため

に，各企業へデータの振り分けや各種データ交換な

どを行うネットワーク・サービス）や，自前の専用

線を用いて，異なる企業間で受発注データなどをコ

ンピュータ間で直接やり取りすることである。参

考：岸川他〔2004〕pp. 52-53。

⑿ 購入された書籍に挿んである商品情報カードを会

計時に引き抜き，集計して書籍の売れ行きや売れ筋

を把握する仕組み。参考：基太村明子「ダン（※）：

他社との共同で SCM システム構築」日経 BP 社

Itpro，公開日：2005 年４月 11 日，（http://itpro.

nikkeibp . co . jp/ free/smb it/ smb it/ 20050425/

160077/），（アクセス日：2009 年５月１日）※ 2006

年９月１日より株式会社ダンはタビオ株式会社へ社

名変更

⒀ 基太村明子「ダン：SCMシステム構築で店舗在庫

を 95％削減！」日経 BP 社 ITpro，公開日：2005 年

４月４日，（http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/smbit/

smbit/20050425/160076/?ST＝system），（アクセス
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日：2009 年５月１日）

⒁ 販売店の商品知識の低下の問題が新たに浮上した

理由としては，当時の取引先と時代背景が挙げられ

る。すなわち，タビオの当時の取引先は，株式会社

三愛や株式会社玉屋などと言ったアパレルチェーン

や百貨店であったことが大きな要素であると考えら

れる。なぜなら，平野によれば 1970 年前後から日

本の小売業界には，ショッピング・センター，専門

店チェーン，コンビニチェーンなどといった様々な

業態の企業が登場し，以降多様なチェーン・ストア

が登場したとされている。これにより 1970 年代以

降，消費者の消費に関する選択肢が拡大した。また，

1970 年代後半に入ると，日本人１人当たり GDP水

準が，世界トップレベルにまで上昇すると同時に，

大衆消費社会が成熟化し，飽和状態となった。この

ような時代背景から考えれば，タビオが抱えた「販

売店の商品知識の低下の問題」は，販売店側の市場

競争の激化と，「プッシュ型販売」によって生じた顧

客サービスの低下が招いたものではないかと考えら

れる。参考：平野〔2005〕pp. 178-179。

⒂ 「小さな会社の「人の採り方」「販路の開き方」：手

元資金 13万円で，私はこうして人を集め，販路を広

げた ―全国 280店，最強靴下専門店チェーン「タ

ビオ」創業者越智直正会長が語る―」，『日経ベン

チャー』，第 286 号，pp. 80-83，日経 BP 社

⒃ 基太村明子「ダン：他社との共同で SCMシステ

ム構築」日経 BP 社 Itpro，公開日：2005 年４月 11

日，（http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/smbit/smbit/

20050425/160077/），（アクセス日：2009 年５月１日）

⒄ 基太村明子「ダン：SCMシステム構築で店舗在庫

を 95％削減！」日経 BP 社 ITpro，公開日：2005-4-4，

（http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/smbit/smbit/

20050425/160076/?ST＝system），（アクセス日：

2009 年５月１日）

⒅ タビオ株式会社ホームページ「コーポレート

ニュース―Made in japan の品質を世界へ「靴下屋」

を展開するタビオ フランスに１号店 2009 年６

月 18 日 パリ・マレ地区に「タビオマレ店」オープ

ン―」，発表日：2009 年６月 12 日，（http://tabio.

com/jp/corporate/pdf/pr_ 200906121.pdf），（アク

セス日：2009 年７月 22 日）

⒆ 大山〔1999〕p. 20，秋山〔1999〕p. 54。

⒇ RBV（Resource Based View：経営資源に基づく

視点）とは，企業ごとに異質で，複製に多額の費用

がかかるリソース（経営資源）に着目する。そして，

こうした経営資源を活用することによって，企業は

競争優位が獲得できると考える。つまり，RBVに

おける企業が持つ競争優位とは，企業各社が持つ目

に見えないリソース（企業文化，過去の経験，知的

資源，人的資源など）や設備などの物理的資源によ

る差によって生じるものである。参考：Barney

〔2001 a〕p. 155（邦訳【上】p. 242）。

� KDDI株式会社ホームページ「法人向けニュース

リリース―従来のパワードコムのサービスをご利用

のお客さまへ―」，発表日：2006年１月１日，（http://

www .kdd i .com/business/news/ information/

060101/index.html），（アクセス日：2009 年７月８日）

� 山根小雪「パワードコム：通信業界に SCMを持

ち込む，100億円のコスト削減に成功」日経 BP 社

ITpro，公開日：2005 年 12 月８日，（http://itpro.

nikkeibp .co . jp /article/ COLUMN/ 20051208/

225890/），（アクセス日：2009 年５月２日）

� Porter〔1985〕p. 33（邦訳 p. 45）。

� Barney〔2001 a〕p. 9（邦訳【上】p. 33）。

� Kotler〔1991〕pp. 292-293（邦訳 p. 244）。

� 「最小のトータルコストで原材料，仕掛り在庫，ま

た最終製品在庫の地理的移動と動きをコントロール

するシステムを設計管理すること」ができる卓越し

た能力のこと参考：Bowersox他〔2002〕p. 32（邦訳

p. 28）。

� Porter〔2001〕pp. 70-71（邦訳 pp. 65-66）。

� Porter〔1998〕pp. 37-41（邦訳 pp. 67-75）。

� Porter〔1985〕pp. 11-16（邦訳 pp. 15-23）。

� 同上 pp. 364-365，367（邦訳 p. 432，p. 435）。

 Barney（邦訳）〔2001 b〕pp. 79-89。

! 同上，pp. 83-86。

" Porter〔2001〕pp. 71-72（邦訳 pp. 66-67）。

# Porter〔1985〕pp. 482-512（邦訳 pp. 577-610）。

$ 味の素株式会社ホームページ〔2001〕「企業プレス

リリース―インドネシアにおけるハラール問題につ

いて―」，発表日：2001 年１月６日，（http://www.

ajinomoto.co.jp/press/2001 _ 01 _ 06.html），（アク

セス日：2009 年７月６日）

% Panasonic株式会社ホームアプライアンス社ホー

ムページ〔2008〕「謹告 引き続き，23∼ 17年前の

ナショナル FF式石油暖房機を探しています」，発
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表日：2008 年 10 月１日，（http ://panasonic .co .

jp/ha/info/important/heating/index.htm），（アク

セス日：2009 年６月 30 日）

& Panasonic株式会社ホームページ〔2009〕「主な経

営指標等の推移（連結）｜ IR資料室｜ IR（投資家

向け情報）｜パナソニック企業情報」，発表日：2009

年３月 31 日，（http://panasonic.co.jp/ir/reference/

consolidated.html），（アクセス日：2009 年７月 29

日）

' 日本 IBMホームページ「インターネットセミナー

サプライチェーンマネジメント」，（http://www-06.

ibm . com/ systems/jp/i/seminar/scm/scm 03.

shtml），（アクセス日：2009 年７月１日）

( Bowersox他〔2002〕p. 136（邦訳 p. 131）。

) 岡田〔2001〕p. 91。

* 谷口〔1988〕pp. 79-81。

+ Hamel, Prahalad〔1994〕pp. 224-228（邦訳 pp.

323-329）。
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